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平成21年12月11日 

 

インドネシア国地域保健運営管理能力強化プロジェクト（PRIMA-K） 

終了時評価調査 現地調査報告書 

 

総括・団長 富谷 喜一  

保健政策  垣本 和宏  

地域保健  定本 ゆとり 

協力企画  山下 契   

評価分析  皆川 泰典  

 

・・・・・（報告書本文と重なる部分は省略）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

９．  フェーズ２の方向性 

 

９－１．実施の必要性 

今回の評価により、PHCIチームの活動の効果やインパクトの実証を通じて、ブロックグラントをつかった住民

強化のアプローチの有効性が確認された。現行プロジェクトの3年間では、上記アプローチによるモデルを3県

11郡124村で実証する活動が行なわれたが、強化されたコミュニティ活動の維持および非対象地域への拡大、対

象以外の県への拡大等を考慮した場合、現時点では、県が自立的に運営出来る（人材面、予算面、制度面におい

て）状態には到達していない。 

次期プロジェクトでは、効果が実証されたモデルを県･郡の保健･行政システムの中に組み込むとともに、自立

的な運営を目指した支援を行う必要性がある。 

 

９－２．プロジェクト概要(案) 
 

（１）プロジェクト目標 

 対象県がcommunity empowerment事業を自立的に運営できるようになる。 

 （現プロジェクトの教訓を生かし、出口戦略を見据えた協力を行う。） 

 

（２）対象地域、目指すレベル、主な活動内容 

 行政による自立的な運営を可能にするためには、その行政単位を構成する全ての地域（郡であれば全ての村、

県であれば全ての郡、州であれば全ての県）で活動を実施することが望ましい。選ばれた地域のみでなく、カバ

ーする全地域からのボトムアップにより、受け止める上位機関では、それが通常業務として認識される。このこ

とにより活動のオーナーシップが高まり、定着化が促進される。現プロジェクトにおいても1つの郡を構成する

全ての村で活動を行ったことにより、郡（PUSKESMAS）においてプロジェクト活動に関わることが日常化し、自

分達の仕事の一部であるという認識が強まった。次期プロジェクトでは、選んだ対象県におけるすべての郡を面

的にカバーすることを推奨したい。 
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現
行
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県保健局 

県BAPPEDA 

・KIT の FC からの自立のための能力強化（PHCI のファシリテート、モニタリン

グ、TOTに関するFCからの技術移転） 

・KIT能力強化およびPHCIの研修のための予算確保のシステム作り 

・PRIMA-K モデルの制度化または既存のプログラムへの統合のための、政策決定

者への働きかけおよび検討部会等の設置 

・各郡間の技術交換プログラム、スタディツアーの実施促進 

対象郡 ・Puskesmasスタッフの能力強化（ファシリテート能力の向上） 

非対象郡 ・県内全郡でのモデル実施。ただし可能な限り早い段階で県の 予算化、制度化

既存システムへの統合を実現する。FC活用およびブロックグラントの提供につ

いては、出口戦略に基づき漸減し、プロジェクト終了1年前には技術的かつ財

政的に自立した運営が可能となっていることを目指す。 

新規対象県（1-2県） 全州への普及･制度化を目指した対象県の拡大 

現対象県からの技術的支援（スタディツアーなど） 

州保健局 

州BAPPEDA 

全州への普及･制度化（既存のプログラムへの統合含む） 

およびガイドライン策定のための技術支援。 

  

（３）活動期間 

 対象県の自立化のための人材育成にかかる期間と、上位目標である全州への普及･制度化を勘案し、5年間を想

定。現行プロジェクトによって強化された住民および県、郡のモチベーションを低下させないために、可能な限

り早期の開始を目指す。 

 

（４）日本側の実施体制 

 州政府・県知事など、政策決定レベルの CP との日常的なコミュニケーションを通じた制度化を目指すため、

総括･副総括レベルの専門家が出来るだけ長期間滞在できるデザインとする。 

 

１０．調査団所感 
 

インドネシアは、過去の中央集権の影響により、地方政府は中央政府から指示された事業のみを実施すること、

また、住民も自らの健康問題に関しては保健サービスを利用することのみを健康問題の解決とする受け身な習慣

が根付いている。地方分権後もこのような状況は改善されず、地方での保健行政の運営能力の改善が大きな課題

となっている。このような状況において、住民強化が保健行政運営能力の改善の第一歩として重要である点は言

うまでもなく、インドネシアにおいてもこれまでも住民強化に対しては多くのプロジェクトが様々な支援を受け

て実施されてきた。しかしながら、本プロジェクトは、いくつかの特徴的なアプローチによって住民強化が成功

したばかりでなく、そのことが多くの関係者に予想以上に影響（インパクト）を及ぼし、住民強化が地方での保

健行政の運営能力の改善に新たな道筋をつける重要な方策であることを実証した。すなわち、本プロジェクトが、

単に住民がトイレや井戸を建設することを促すプロジェクトではなかったことが明確となった。 

住民強化が成功した理由となる本プロジェクトの特徴的な点は以下の通りである。 

1) 住民自身が保健状況改善のための住民組織を結成した 

2) 結成した住民組織に、何らかの活動をするための問題発掘、計画、実施、評価の手法および透明性のある財

務管理を密に指導した 
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3) 各住民組織に活動費（ブロックグラント）の支援をする前提で住民活動を支援した 

4) これらの過程を県保健局が学び、郡および県がこれらの住民強化をファシリテートできるようにした 

5) コミュニティフォーラムなどにより、地方政府が住民の健康課題や改善のためのニーズを知る機会を持った 

6) 本プロジェクトが県知事や県BAPEDAを積極的に巻き込んだ 

 

 これらの特徴的な手法により明確に住民の強化が実証された。また、地方政府関係者や住民自身が住民の潜

在能力に気づいた点がプロジェクトを成功に導いた大きな理由と考える。このような手法はインドネシア国内の

みならず他国でも十分に応用が可能である。 

 さらに、住民強化が与えたインパクトとして、このような地方政府関係者や住民自身による住民の潜在能力

への「気づき」を通じて、 

1) 不足資金を住民が出し合った 

2) 住民自身から住民組織の活動の継続を願うのみならず、実際に住民がそのための手段を模索し始めている 

3) 郡および県政府が真の住民の問題を知り、ニーズに応じるためのボトムアップによる保健サービスの改善の

必要性を認識した 

4) 住民と政府関係者の信頼関係が改善された 

5) 住民強化の重要性と、持続的な住民強化のための住民への支援の必要性を、郡および県政府が認識した 

6) 既存のプログラムの計画過程に住民ニーズを取り込もうとしている 

7) 県の地域開発計画庁が本プロジェクトの手法をモデルとして県の中期開発計画に取り込もうとしている 

 

などの事象が今回の評価で確認できた。住民強化が予想以上に大きなインパクトを導いた点で、指標には表れ

ないような形においても本プロジェクトは予想以上に成功したと言えるであろう。 

今後の自立した運営には、プロジェクト終了までに本プロジェクト雇用の FC の任務を郡または県政府に移譲

すること、さらには、プロジェクト終了後は州および県政府を中心に、自立した運営を行うべく、形成したモデ

ルの政策化と制度化を目指す必要があるだろう。ブロックグラントを利用した手法は、極めて有効であり大きな

インパクトを残すことが実証されたが、今後は交付金など既存の資金源をブロックグラントとして活用できるよ

うになることが必要である。また、住民強化は地方行政の運営能力改善のためのボトムアッププロセスの第一歩

であることから、各レベルの政府が、住民強化によって生じる住民のニーズを反映させた地方行政サービスの向

上を他のセクターにおいても展開することを期待する。 

 

最後に、今回の調査にあたって熱心にご協力いただいた、インドネシア保健省、州と県、郡、村の行政当局、

住民の皆さま、プロジェクトの専門家、関係者の皆様に深謝いたします。 

                                      以上 
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